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研究成果の概要（和文）：本研究は、手続きが公正なＣＳＲコミュニケーションの有用性に関し、実践による効
果やＣＳＲコミュニケーションのマネジメントに及ぼす影響を確認することにより検討した。その結果、手続き
が公正なＣＳＲコミュニケーションの実践は、従業員による情報の共有度・自社への満足度の向上、ＣＳＲ行動
を促進させることが分かった。また、ＣＳＲコミュニケーションのマネジメントの可能性評価にもプラスの影響
を与えていた。従って、手続きが公正なＣＳＲコミュニケーションは、企業や従業員にとって望ましいコミュニ
ケーションの手法であり、またＣＳＲコミュニケーションのマネジメントにも適した手法であると評価されてい
ることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study is to verify the effects of procedural justice CSR communication 
on information sharing, satisfaction to the company, and motivation of CSR behavior by administering
 a survey to employees of companies that disclose CSR information. Similarly, this study verifies 
the effects of procedural justice CSR communication on the management of CSR communication. Results 
show employees value procedural justice CSR communication as it improves information sharing, 
satisfaction to the company, and motivation of CSR behavior. In addition, procedural justice CSR 
communication has a positive influence on the evaluation of the possibility of managing CSR 
communication. Therefore, these results show that procedural justice CSR communication is one of the
 preferred communication methods for companies and employees, and a recommended way to manage CSR 
communication.

研究分野：社会科学
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１．研究開始当初の背景 
CSR（Corporate Social Responsibility:
企業の社会的責任）に関わる社会の状況は、
2003 年頃から、主に上場企業において、経営
の中に CSR の視点を取込み、様々な CSR に関
する取組みが進められてきた。企業を取り巻
くステークホルダーにおいては、次第に、CSR
や CSR 報告書（企業が CSR 活動情報を開示す
る報告書）に対する認知度が向上し、企業の
CSR 活動を評価するようになった。そのよう
な状況の中、2010 年 11 月、ISO26000（SR 規
格：国際標準化機構による組織の社会的責任
に関するガイドライン規格）が発行されたこ
とにより、国際的に CSR に関わる取組みが加
速した。特に、ステークホルダーとの CSR コ
ミュニケーションは、以前からその重要性が
指摘されていたが、ISO26000 のガイドライン
の中でも重視されていることから、企業は、
これまで以上にCSRコミュニケーションに注
力する傾向が見られる。 
コミュニケーションに関する研究では、
「コミュニケーションはプロセスである」と
指摘されていたが、コミュニケーション全体
を一括して捉えた議論に留まっている。その
ため、コミュニケーションのプロセスに着目
した研究、またコミュニケーションの手法に
関する研究等は、十分行われていない。CSR
コミュニケーションに関しては、実務におい
て指針となる形にて、知見が示されていない。 
本研究に至るまでに実施した、CSR を実践
する企業の実務担当責任者へのインタビュ
ー調査から、企業は、自社とステークホルダ
ーの双方にとって望ましい（例：期待や要望
を満たす）CSR コミュニケーションの手法を
検討する際に、拠り所となる知見や情報を必
要としていることが分った。 
以上の社会的・学術的、また実務における
状況から、企業とステークホルダーにとって
望ましい、また企業が取組むことができる
CSR コミュニケーションの手法とその実践が、
重要な課題となっている。 
 
２．研究の目的 
これまで、企業とステークホルダーにとっ
て望ましいCSRコミュニケーションの手法に
ついて、コミュニケーションをプロセスで捉
えることにより、マネジメントが可能になる
との考えに基づき、プロセスやその構成要素、
CSR コミュニケーションによる効果等につい
て研究を重ねてきた。その結果、「手続きが
公正な CSR コミュニケーション」のフレーム
ワークを導出した（表 1）。この「手続きが公
正な CSR コミュニケーション」は、手続き的
公正研究の理論やCSR情報の開示に関するガ
イドライン等から、CSR 活動における手続き
の公正さを示す情報と、ステークホルダーに
とって必要とされるCSR活動に関する情報を
包含し伝えるプロセスとなっている。また、
そのプロセスは、企業全体の CSR 活動のマネ
ジメントサイクルに対応した4つのステップ

から構成されている。 
表 1：手続きが公正な CSR コミュニケー 
   ション（概略） 

前述の背景を踏まえ、本研究では、「手続
きが公正な CSR コミュニケーション」を検討
対象とし、CSR 活動に取組む企業とステーク
ホルダーの双方にとって、望ましい CSR コミ
ュニケーションの手法を提案するため、以下
の研究課題に取組む。 
（１）CSR に関する現状を把握するため、CSR
活動を実践している企業の実務担当責任者
とその従業員を対象（大企業のみならず、大
企業のサプライヤーとなる中小企業も含む）
とし、ISO26000 の発行以降の CSR 活動や CSR
コミュニケーションに関する意識や取組み
の変化を確認する。特に、CSR コミュニケー
ションの媒体の一つである、CSR 報告書の掲
載内容や形式の変化等について確認する。 
（２）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」について、プロセスやその構成要素の
妥当性を確認した上で精緻化し、基本のフレ
ームワーク（基本タイプ）を構築・確定する。
また、中小企業や CSR 活動を始めたばかりの
企業における「手続きが公正な CSR コミュニ
ケーション」の実践可能性について検討する。 
（３）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の実践状況について確認する。「手続
きが公正な CSR コミュニケーション」と同様
の考え方やプロセスにて、実践している企業
の有無を確認する。また、実践している企業
の特徴に着目し検討する。 
（４）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の基本タイプを、一部変形させた形で
運用しているケースについて確認する。実務
において、基本タイプの運用が常に行われて
いるとは考えにくい。そのため、基本タイプ
を変形（例：一部を省略した簡易タイプ）さ
せて運用している事例があると想定される。
そこで、企業では、どのような状況（例：伝
える内容、組織の CSR に関する状況等）にお
いて、基本タイプを変えて運用しているのか、
またその理由も含め確認する。 
（５）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の有用性について検討する。「手続き
が公正な CSR コミュニケーション」を実践す
ることは、CSR に関わる様々な効果をもたら
すと考えられる。そこで、各ステークホルダ
ー（従業員・個人株主・取引先）に関し、予
想される効果を確認する。特に、従業員に対
する効果（例：従業員の CSR 行動・CSR 活動
の促進等）について検討する。 
（６）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」をベースとして、CSR を実践する企業
とステークホルダーにとって、望ましい CSR
コミュニケーションの手法と活用法を示す。 

プロセス コミュニケーションの概要

CSR活動前

1 CSR活動の選定のための前提情報

2 CSR活動とその計画の決定のための根拠情報

3 CSR活動の実践のための情報

CSR活動後 4 CSR活動の結果情報，今後の活動に関する情報



３．研究の方法 
（１）先行研究・CSR 報告書の調査 
CSR コミュニケーションと CSR 報告書に関
連する研究や調査、発行されている CSR 報告
書から、主に CSR コミュニケーションの取組
み方、報告書の記載内容や構成の変化等につ
いて確認する。これらの結果は、インタビュ
ー調査とアンケート調査の質問内容、仮説の
構築や分析の観点に反映させる。 
（２）インタビュー調査 
業種や規模が異なる、CSR 活動を実践して
いる企業の実務担当責任者に対し、前述の研
究課題について、インタビュー調査を実施す
る。基本的には、全ての企業に対し同じ質問
内容とする。調査は、半構造化インタビュー
の形式（質問項目を事前に提示し、当日の回
答やその場で得られた情報に合わせて、質問
内容を追加・変更する等の変化をさせる形
式）にて実施する。各インタビュー調査の結
果は、次のインタビュー調査やアンケート調
査の質問内容、仮説の構築や分析の観点に反
映させる。 
（３）協力企業を対象とした事例研究 
協力企業（二社）における継続調査により、
CSR に関する組織の変化と CSR コミュニケー
ションとの関係、「手続きが公正な CSR コミ
ュニケーション」の実施状況と実施による効
果等について検討する。 
第一の事例は、これまで経営者と従業員が
CSR について理解する機会がなく、初めて経
営に CSR の視点を取入れる企業である。本研
究の準備研究として、経営者と CSR 推進責任
者へのインタビュー調査、全従業員を対象と
したアンケート調査（第一回）を実施してい
た。引き続き研究への協力を得ることにより、
CSR の考え方や取組みを経営に導入する時点
からの CSR に関わる組織や従業員の変化と、
それに伴う社内（CSR）コミュニケーション
の変化について、継続して調査を実施する。
具体的には、全従業員を対象としたアンケー
ト調査（第二回・第三回）、経営者と CSR 推
進責任者へのインタビュー調査を実施する。 
第二の事例は、以前よりCSR経営に取組み、
独自の方法にて CSR活動や CSRコミュニケー
ションを実施している企業である。本研究で
は、CSR 担当役員と各 CSR 活動（例：環境保
全，社会貢献）の推進リーダーに対し、担当
している CSR活動に伴う CSRコミュニケーシ
ョンの内容や手法について、前述の（２）の
インタビュー調査と同様の内容も含め、同様
の手法にて調査を実施する。特に、各 CSR 活
動における CSR コミュニケーションの相違、
また CSRに関わる組織の変化と CSRコミュニ
ケーションの関係について確認する。更に、
隔年ごとに開催されるステークホルダーミ
ーティングに参加し、ステークホルダーとの
CSR コミュニケーションの実施状況について
確認する。事例研究の結果は、平行して実施
する企業の実務担当責任者へのインタビュ
ー調査やアンケート調査の質問内容、仮説の

構築や分析の観点に反映させる。 
（４）アンケート調査 
CSR 活動情報を発信している（例：CSR 報
告書、ホームページ等）企業に所属し、自社
のCSR情報について理解している従業員に対
し、インターネットを利用して質問票に回答
する形式のアンケート調査を実施する（2014
年度・2016 年度、各 300 件の回答）。調査の
内容は、次の通りである。①ISO26000 の発行
の影響による CSR 活動・CSR コミュニケーシ
ョンや組織の変化を確認する。特に、第二回
目のアンケート調査では、CSR 活動や CSR コ
ミュニケーションの取組み、企業がこれらを
重視する程度等について、以前との相違を確
認する。②「手続きが公正な CSR コミュニケ
ーション」のプロセスやその構成要素、フレ
ームワーク案の妥当性、実施の必要性や、③
「手続きが公正な CSR コミュニケーション」
の実践状況について確認する。また、④「手
続きが公正な CSR コミュニケーション」の変
形タイプの運用可能性や有効性を検討する
ため、「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」のプロセスに含まれる 4つの取組みの
内、CSR 活動の内容（例:新規の CSR 活動や定
形的な CSR 活動）や組織・従業員の状況（例：
CSR に対する理解度等）において、重視され
る取組みや観点を確認する。⑤「手続きが公
正な CSR コミュニケーション」を実施するこ
とによる予想される効果や、実際に認識（経
験）している効果等について確認する。その
他、CSR コミュニケーションに対する従業員
の立場からの意見や、自社の取組みに対する
評価等を調査する。 
 
４．研究成果 
（１）ISO26000 の発行以降の企業の変化 
ISO26000 の発行以降、CSR 報告書を作成す
る際に、ISO26000 を参照している企業が年々
増加している。特に、ISO26000 の七つの中核
主題を、CSR 報告書の構成に反映させる企業
が増加した。企業では、CSR 報告書の記載内
容を変更するだけではなく、自社の CSR 活動
の整理や見直し等に、ISO26000 の枠組みを活
用していることも分った。 
また、2013 年に国際統合報告評議会が、国
際統合報告フレームワークを公表した後は、
国際的に、企業による報告書類を統合する動
きが進み、日本でも年々統合報告書（概して
財務と非財務の情報を結合した報告書）が増
加している。そのため、報告書の作成に関与
する部門やその役割にも変化がみられる
（例：CSR 部門、経理・財務部門、IR 部門の
連携）。よって、ISO26000 の影響だけではな
いが、CSR 活動・CSR コミュニケーション、
組織の役割等が変化していることが明らか
になった。また、CSR コミュニケーションの
媒体の一つである統合報告書においては、
CSR 活動の情報に留まらず、企業の価値を生
み出す仕組みを積極的に説明する記載が見
られるようになった。 



従って、企業は以前よりも、CSR 活動や CSR
コミュニケーションに対する姿勢や取組み
が熱心・積極的になっていることが窺える。
これは、CSR 活動や CSR コミュニケーション
の取組みによる企業評価への影響に対する
意識が向上しているとも考えられる。2016 年
度のアンケート調査では、これらを裏付ける
結果が得られた。 
（２）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」のフレームワークに対する評価 
企業の経営者や実務担当責任者に対する
インタビュー調査（大企業と中小企業、業種
が異なる 18 社に対し実施）にて、「手続きが
公正な CSR コミュニケーション」のプロセス
やその要素にて構成された基本のフレーム
ワーク（基本タイプ）の妥当性や汎用性、CSR
コミュニケーションの手法としての望まし
さ等について確認した。その結果、これらに
ついて概ね評価された。また、アンケート調
査の結果、ステークホルダーに対する CSR コ
ミュニケーションは、基本的には「手続きが
公正なCSRコミュニケーション」の考え方や、
プロセス・内容によって実施することが望ま
しいとする回答が、2014 年度は約 5割、2016
年度は約 6割を超えていた。 
以上の結果から、提示した「手続きが公正
な CSR コミュニケーション」の内容（プロセ
ス・構成要素）が妥当であり、企業規模や業
種の相違に関わらず、汎用性がある手法であ
ると評価されたことから、基本のフレームワ
ークとして確定することができた。また、企
業が、ステークホルダーに実施する望ましい
CSR コミュニケーションの手法の一つである
ことが分った。 
（３）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の実施状況 
インタビュー調査において、「手続きが公
正な CSR コミュニケーション」と同様の考え
方やプロセスにて、実施している企業がある
のかを確認した。インタビュー調査を実施し
た 18 社の内、概して CSR 経営を始めて 5 年
未満の企業（従業員が CSR や CSR 活動に関す
る理解が充分進んでいない企業）、従業員数
が少ない中小企業では、「手続きが公正な CSR
コミュニケーション」と同様の手法にて、基
本のプロセスを実践する傾向が見られた。実
践の理由は、第一に、組織的な CSR の取組み
体制が未整備であり、社内の役割が不明確な
ためである。第二は、実際に従業員の CSR 行
動・CSR 活動の実践につなげるためである。 
一方、中小企業の内、経営にしっかりと CSR
を組込み実践している企業では、経営者が
CSR の観点から組織を運営する手段（例：業
務に関わるCSR活動における従業員の自発的
な参画の促進等）として、「手続きが公正な
CSR コミュニケーション」の効果を認識した
上で、基本タイプを実践し活用していた。 
インタビュー調査を実施した、CSR 経営の
継続年数が長い大企業では、組織的に統制が
取れたシステムの中で、社内の CSR コミュニ

ケーションが実施されており、多くの場合、
「手続きが公正な CSR コミュニケーション」
の一部を省略した運用となっている。従って、
固定化・制度化された CSR コミュニケーショ
ンでは柔軟な運用がし難く、CSR 活動の種類
や伝達する内容等によっては、改善の余地が
あると認識している企業もある。 
アンケート調査では、自社が従業員に対し、
「手続きが公正な CSR コミュニケーション」
と概ね同様の考え方やプロセスにて、CSR コ
ミュニケーションを実践しているとの回答
は、2014 年度は約 4 割、2016 年度は約 5 割
であった。 
以上により、「手続きが公正な CSR コミュ
ニケーション」と同様の考え方やプロセスに
て実践している企業もあることが明らかに
なった。また、CSR に関する組織の特性が、
CSR コミュニケーションの取組み方に影響を
与えていることが分った。 
（４）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の変形タイプの運用 
インタビュー調査の結果から、次のような
点が明らかになった。第一に、企業は、「手
続きが公正な CSR コミュニケーション」の基
本のフレームワークを、望ましい CSR コミュ
ニケーションの形として評価すると共に、簡
易タイプを求めていることが分った。これは、
企業がステークホルダーからの評価や、期待
する効果を損なうことなく、CSR コミュニケ
ーションのコストを低減したいと考えてい
るからである。また、簡易タイプは、どのよ
うに取入れ運用すべきなのか、判断の指針と
なる情報を求めていることも分った。 
第二に、前述の（３）で示したように、中
小企業では、「手続きが公正な CSR コミュニ
ケーション」の基本タイプを実践する傾向が
見られたが、CSR に関する特徴を持つ中小企
業において、簡易タイプを運用する際に参考
となる運用例が確認された。 
推進リーダーが、CSR 活動の種類ごとに決
められている、事例研究の対象企業（中小企
業）において、各推進リーダーは、CSR 活動
の特性、従業員の理解や浸透の程度等に基づ
き、必要とされる CSR コミュニケーションの
プロセスを見極め、コミュニケーションのコ
ストと効果に着目し、明確に基本タイプと簡
易タイプを使い分けることにより、効率的な
CSR コミュニケーションを実践していた。例
えば、ISO の取組みのように、活動の形式が
一定で、全社的に目標や活動内容が明確であ
り、社内に充分理解・浸透されている CSR 活
動、また例年と同じ CSR 活動であり、変更点
がまったくない CSR 活動等は簡易タイプ、従
業員の理解が進んでいない CSR 活動は、基本
タイプとしていた。 
この企業では、環境マネジメントシステム
に関わる取組みは簡易タイプを、従業員の意
見が反映され易く、取組み内容が変化する可
能性が高い社会貢献活動や、従業員の十分な
理解と全社的な協力が不可欠となる事業継



続計画（BCP：Business continuity planning）
の運用に関する活動では、丁寧に基本タイプ
を実践していた。また、タイプの使い分けの
前提として、従業員の CSR に関する状況（例：
新入社員は全般的に理解度が低いため、全て
において基本タイプが必要）を考慮する必要
があることも認識していた。 
また、CSR 活動を推進する側（この事例で
は推進リーダー）、実際に CSR 活動を実践す
る側である従業員の双方共、「手続きが公正
な CSR コミュニケーション」の実践が望まし
いとしながらも、プロセスの一部を省略（簡
易タイプの運用）しても差し支えないと考え
ていた。このような合意が得られるのは、こ
れまでの CSR コミュニケーション（タイプの
使い分け）が適切に実施され、双方が評価し
ていることによると考えられる。この企業は、
CSR 活動の継続期間は短いが、次のような特
徴がある。担当役員と推進リーダーにより、
概ね全社的に統制がとれた仕組みが構築さ
れ、役割が明確化された上で、CSR 活動が進
められている。また、推進リーダーは、組織
の状況把握が容易であり、従業員の声が反映
され易く、当事者意識を醸成し易い等、従業
員数が少ない中小企業の特性を理解した上
で活動している。これらの特徴により、自社
にとって適切なCSRコミュニケーションが実
践されてきたと考えられる。 
また、別の事例研究から、タイプの使い分
けに関する留意点が導出された。対象企業で
実施したアンケート調査の結果、従業員の
CSR への理解や取組みが進むにつれ、CSR 行
動を促進する要因が変化した。同様に、CSR
コミュニケーションにおいても、従業員が求
める情報やプロセスが変化していた。当初は、
CSR 活動の進め方に関する情報を求めていた
が、CSR に関する理解や取組みが進んだ時期
に実施した第三回目のアンケート調査では、
「手続きが公正な CSR コミュニケーション」
のフレームワークの内、自社の CSR 活動の結
果（自社評価・社外評価・改善の方向性の情
報等）に関する情報を、最も必要としていた。
これにより、CSR に関わる組織や従業員の変
化によって、CSR コミュニケーションにおい
て重視される情報や取組みが変化すること
が明らかになった。これは、組織や従業員の
変化に伴い、タイプの使い分けを変化させる
必要性があることを示唆している。 
これらの結果を踏まえ、2016 年度のアンケ
ート調査では、様々な CSR 活動の種類（例:
従業員の業務への影響が予想される CSR 活
動）や、従業員の CSR 活動に関わる状況等に
ついて、プロセスの内（図 1 の 1～4）、従業
員として最も重要と考える取組みを選択さ
せた結果、次のような傾向が見られた。 
プロセスの四つの取組みの内、CSR 活動内
容が毎年変化する活動、従業員の業務への影
響が予想される活動、従業員の意見や提案が
反映・採用された活動や、従業員の CSR 活動
の理解を向上させるためには、第二番目

（「CSR 活動とその計画の決定のための根拠
情報」に該当し、主に CSR 活動を選定した過
程や理由を示す情報）の取組みを重視するこ
とが確認された。また、従業員の CSR に関す
る状況（理解度・活動の実践度等のレベル）
は、自社の CSR コミュニケーションに影響を
与えるとする回答が、約 6 割を超えていた。
更に、自社が従業員の CSR に関する状況の変
化に合わせたプロセスにて、CSR コミュニケ
ーションを実施しているとの回答は、約 5割
であった。 
以上により、CSR コミュニケーションにお
いて、「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の基本タイプを、常に実践する必要が
ないこと、プロセスの内、重視されている取
組みや情報に注力することにより、コミュニ
ケーションのコストを削減しつつ、CSR コミ
ュニケーションの目的の達成、期待する効果
につながる可能があることが明らかになっ
た。また、CSR に関わる組織や従業員の変化
に合わせたCSRコミュニケーションが必要で
あることが分った。更に、従業員の CSR に関
する状況に合わせて、CSR コミュニケーショ
ンを実践している企業があることも確認す
ることができた。 
（５）「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の有用性 
インタビュー調査では、「手続きが公正な
CSR コミュニケーション」を実践することに
よる、各ステークホルダーに対する有用性に
ついて確認した。従業員においては、CSR に
関する理解が向上し、CSR 行動や CSR 活動を
促進する、また自社への信頼が向上すると評
価された。その他、就業継続の意欲や業務効
率・生産性の向上に関しては、自社への信頼
やコミュニケーションの活性化を通して、間
接的にポジティブな影響があると評価され
た。特に、従業員におけるこれらの有用性に
ついては、実際に効果が出ていると認識して
いる企業もあった。個人株主においては、積
極的なコミュニケーションを実施している
との評価や企業への信頼が向上し、間接的に
投資の継続につながると評価された。取引先
においては、自社の CSR 調達への理解が得ら
れ易く、取引に関するリスクの低減やコスト
を削減する、また取引先からの評価や信頼が
向上し、取引の継続につながると評価された。 
よって、「手続きが公正な CSR コミュニケ
ーション」は、三種類のステークホルダーに
おいて、企業に対する評価や信頼の向上等に
寄与するCSRコミュニケーションの手法であ
るとの評価を得られた。 
これらの結果を踏まえ、2016 年度に実施し
たアンケート調査を分析した結果、「手続き
が公正なCSRコミュニケーション」の実践は、
自社のCSRコミュニケーションへの評価を向
上させ、従業員の CSR 行動・CSR 活動の実践
意図を向上させること、またこれらを通して、
間接的に従業員の CSR 行動・CSR 活動を促進
することが明らかになった。また、必要な情



報の共有度や自社への満足度を向上させる
ことも分った。従って、「手続きが公正な CSR
コミュニケーション」は、従業員の CSR 行動・
CSR 活動の実践を促進する等の効果をもたら
すCSRコミュニケーションの手法の一つであ
ることが分った。 
（６）CSR コミュニケーションのマネジメン
トの可能性 
インタビュー調査では、当初、CSR コミュ
ニケーションのマネジメントの可能性やそ
の効果について、質問を予定していなかった。
しかし、「手続きが公正な CSR コミュニケー
ション」は、その内容から、CSR コミュニケ
ーションのマネジメントに活用できるとの
指摘があった。そこで、2016 年度のアンケー
ト調査において、CSR コミュニケーションの
マネジメントの可能性や想定される効果、併
せて、「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」は、CSR コミュニケーションをマネジ
メントする際に有効な手法であるのかを確
認した。 
その結果、CSR コミュニケーションは、マ
ネジメントをすることが可能であるとの回
答が約 6割、実際に自社の CSR コミュニケー
ションは、概ねマネジメントされているとの
回答は約 5 割であった。また、CSR コミュニ
ケーションを、マネジメントすることによる
効果（例：コミュニケーションのコストの削
減、従業員の CSR 行動や CSR 活動の促進、CSR
コミュニケーションの活性化、リスクの低減
等）について、約 5割を超える回答者から評
価を得た。これらの結果を踏まえて分析した
結果、「手続きが公正な CSR コミュニケーシ
ョン」の実践は、従業員における必要な情報
の共有度、自社への満足度、CSR 行動の実践
度の向上、自社の CSR コミュニケーションは
マネジメンされている、CSR コミュニケーシ
ョンはマネジメントが可能であるとの評価
を向上させることが明らかになった。また、
CSR コミュニケーションをマネジメントする
ことは、従業員の CSR 行動や CSR 活動を促進
することが分った。従って、「手続きが公正
な CSR コミュニケーション」は、CSR コミュ
ニケーションをマネジメントする際の手法
として、有用であることが明らかになった。 
（７）CSR コミュニケーションの手法の提案 
以上の結果に基づき、CSR を実践する企業
とステークホルダーにとって、望ましい CSR
コミュニケーションの手法の一つとして、
「手続きが公正な CSR コミュニケーション」
を提案する。運用に際しては、常に基本タイ
プを実施する必要はない。CSR コミュニケー
ションのプロセスや伝える情報は、汎用性の
ある基本タイプをベースとするが、事例で示
したように、CSR 活動の種類や特徴、自社の
CSR に関する状況を踏まえ、必要とされるプ
ロセスや情報に注力した簡易タイプを活用
することが望ましい。一方、従業員の CSR に
関する理解度が向上するように、状況は変化
する。そのため、定期的に組織や従業員の変

化を確認した上で、運用するタイプを適合さ
せる必要がある。適切にタイプを使い分ける
ことにより、期待する効果を損なうことなく、
CSR コミュニケーションのコストを削減し、
効率的に実践することができると考える。 
また、「手続きが公正な CSR コミュニケー
ション」は、CSR コミュニケーションをマネ
ジメントする際にも活用できることから、マ
ネジメントすることも視野に入れた上で、運
用するタイプを検討することが必要である。 
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